
３ 被措置児童等虐待対応の流れ（イメージ） 
 以下４．～９．に記載する対応等に関する全体の流れのイメージは以下の通りとなり

ます。 
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被措置児童虐待対応の流れ（イメージ）

市町村、福祉事務所、児童相談所及び都道府県児童福祉審議会
（児童委員を経由する場合を含む ）

虐待を受けた被措置児童等

事実確認・訪問調査等
・被措置児童等の状況や事実確認

都
道
府
県
児
童
福
祉
審
議
会

一時保護

報告徴収・立入調査・改善勧告等の権限
の行使

施設運営改善のための取組の継続的
な指導

報告

届出・通告・他の機関からの通知の内容の検討
今後の対応方針について決定

虐待を受けたと思われる被措置児童
等を発見した者

（
相
談
）

届
出

通
告

通
知

届
出
（相
談
）

通
告

ケース会議
（事例対応チーム、専門家チーム等）

被措置児童等虐待が認められる場合
被措置児童等虐待の

安全確保が必要な場合

被措置児童等虐待が疑われる場合

都道府県
（担当部署）※

児童相談所

意見

報告

意見

報告

意見

虐待を受けた児童に対する支援
同じ施設等にいる他の被措置児

童等に対する支援

他の児童に対する支援が必要 施設運営等に関し改善が必要

連携

協力

被措置児童等
の見守り等

必要な支援

虐待以外の場

合で関わりが必
要な場合

※ 各都道府県において担当の主担当となる担当部署を定めておくことが必要です。 
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４．早期発見のための取組と通告・届出に関する体制 
   

被措置児童等虐待を受けたと思われる児童を発見した者については、通告義務が課せ

られており、発見した者は速やかに、１）の①の通告受理機関へ通告しなければならな

いこととされています。発見者が施設職員等の場合であっても同じです。このうち「都

道府県の設置する福祉事務所」及び「市町村」（政令市及び児童相談所設置市を除く。以

下同じ。）は、都道府県（担当部署）に通知します。「都道府県（担当部署）」、「都道府県

児童福祉審議会」及び「児童相談所」は、１）の③の対応を行います。 
また、被措置児童等は、１）の②の届出受理機関へ虐待を受けた旨を届け出ることが

できます。 
これらの詳細や通告の前段階としての取組などについては、２）以下のとおりとなっ

ています。 
なお、都道府県によっては、施設等の監督を行う部署、都道府県児童福祉審議会を所

管する部署など担当課が複数にまたがることがあるため、被措置児童等虐待の通告・届

出・通知を受ける担当をあらかじめ定めておくことが必要です。 
 
１）通告等受理機関及び通告等への対応を行う機関 
 
 ①発見者からの通告受理機関 

・都道府県の設置する福祉事務所 
    ・児童相談所 
    ・都道府県（担当部署）（あらかじめ主担当を都道府県において定めること） 
    ・都道府県児童福祉審議会 
    ・市町村 
   （なお、児童委員を介して上記機関が通告を受理することもある。） 

 ②被措置児童等からの届出受理機関 
  ・児童相談所 
  ・都道府県（担当部署） 
  ・都道府県児童福祉審議会 
 ③通告等への対応を行う機関における対応 
  ・都道府県（担当部署）は、発見者からの通告、通告受理機関からの通知、被措

置児童等からの届出を受け、調査、都道府県児童福祉審議会への報告、同審議

会からの意見聴取、施設等に対する必要な指導等を実施します。 
  ・都道府県児童福祉審議会は、通告や届出を受理した場合の都道府県（担当部署）

への通知、対応についての意見陳述、必要に応じ関係者からの意見聴取や資料

提供を求める等の対応を行います。 
  ・児童相談所は、通告や届出を受理した場合の都道府県（担当部署）への通知を

行うとともに、都道府県（担当部署）の求めに応じ、被措置児童等の調査や子

どもの安全確保、施設等に対する必要な指導、家族や関係機関との調整等を行

います。 
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